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運輸安全委員会の概要
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事故調査の沿革

3



Japan Transport Safety Board

○ 平成２０年１０月１日 発足

（２００８年）

○ 国土交通省の外 局 として設置

（国家行政組織法 第３条委員会）

○ 航空、鉄道及び船舶の事故等を調査を実施
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運輸安全委員会
Ｈ２４年制定
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委 員 長

航空部会

鉄道部会

海事部会

総合部会

海事専門部会

常勤委員

非常勤委員

＜設置法施行令第二条＞
委員会は、部会を置くことができる。

事務局

委員会
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運輸安全委員会の組織
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運輸安全委員会事務局の組織

事務局長

審議官

航空事故調査官

鉄道事故調査官

船舶事故調査官

地方事故調査官

参事官

総務課

函館、仙台、横浜、神戸、広島、門司、長崎、那覇
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〈運輸安全委員会設置法〉

（設置）

第３条 国家行政組織法（昭和２３年法律第１２０号）第３条第２項

の規定に基づいて、国土交通省の外局として、運輸安全委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。

（任務）

第４条 委員会は、航空事故等、鉄道事故等及び船舶事故等の

原因並びに航空事故、鉄道事故及び船舶事故に伴い発生した

被害の原因を究明するための調査を適確に行うとともに、これら

の調査の結果に基づき国土交通大臣又は原因関係者に対し

必要な施策又は措置の実施を求めることを任務とする。
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運輸安全委員会の設置と任務
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国家行政組織法 《抜粋》
（行政機関の設置、廃止、任務及び所掌事務）
第３条 国の行政機関の組織は、この法律でこれを定めるものとする。
２ 行政組織のため置かれる国の行政機関は、省、委員会及び庁とし、その
設置及び廃止は、別に法律の定めるところによる。

３ 省は、内閣の統轄の下に行政事務をつかさどる機関として置かれるもの
とし、委員会及び庁は、省に、その外局として置かれるものとする。
４ 第２項の国の行政機関として置かれるものは、別表第一にこれを掲げる。

国土交通省設置法 《抜粋》
第４１条 国家行政組織法第３条第２項の規定に基づいて、国土交通省に、
次の外局を置く。

観光庁
気象庁

２ 前項に定めるもののほか、国家行政組織法第３条第２項の規定に基づ
いて国土交通省に置かれる外局は、次のとおりとする。

運輸安全委員会
海上保安庁

〔参考〕
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国家行政組織法第３条に基づく委員会と第８条に基づく委員会

８条委員会 → 航空・鉄道事故調査委員会

３条委員会 → 運輸安全委員会

（行政機関の設置、廃止、任務及び所掌事務）

第３条 国の行政機関の組織は、この法律でこれを定めるものとする。

２ 行政組織のため置かれる国の行政機関は、省、委員会及び庁とし、その設置及び廃止は、

別に法律の定めるところによる。

３ 省は、内閣の統轄の下に行政事務をつかさどる機関として置かれるものとし、委員会及び庁

は、省に、その外局として置かれるものとする。

（審議会等）

第８条 第三条の国の行政機関には、法律の定める所掌事務の範囲内で、法律又は政令の定

めるところにより、重要事項に関する調査審議、不服審査その他学識経験を有する者等の合議

により処理することが適当な事務をつかさどらせるための合議制の機関を置くことができる。
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運輸安全委員会の
調査対象事故等
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運輸安全委員会設置法

（定義）

第２条

３ この法律において「鉄道事故」とは、鉄道事業法 （昭和６１年法
律第９２号）第１９条の列車又は車両の運転中における事故及

び専用鉄道において発生した列車の衝突又は火災その他の列
車又は車両の運転中における事故並びに軌道において発生し
た車両の衝突又は火災その他の車両の運転中における事故で
あつて、国土交通省令で定める重大な事故をいう。

４ この法律において「鉄道事故等」とは、次に掲げるものをいう。

一 鉄道事故

二 鉄道事故の兆候（鉄道事故が発生するおそれがあると認め
られる国土交通省令で定める事態をいう。）
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(法第２条第３項の国土交通省令で定める重大な事故)
第１条 運輸安全委員会設置法第２条第３項の国土交通省令で定める

重大な事故は、次に掲げる事故とする。
一 鉄道事故等報告規則（以下「規則」という。）第３条第１項
第１号から第３号までに掲げる事故（同項第２号に掲げる事故に
あっては、作業中の除雪車に係るものは除く。）

二 規則第３条第１項第４号から第６号までに掲げる事故であって、
次に掲げるもの
イ 乗客、乗務員等に死亡者を生じたもの
ロ ５人以上の死傷者を生じたもの(死亡者を生じたものに限る。)
ハ 踏切遮断機が設置されていない踏切道において発生したもの
であって、死亡者を生じたもの

ニ 鉄道係員の取扱い誤り又は車両若しくは鉄道施設の故障、
損傷、破壊等に原因があるおそれがあると認められるもの
であって、死亡者を生じたもの

三 規則第３条第１項第４号から第７号までに掲げる事故であって、
特に異例と認められるもの

四・五 （略） ※下線部は、平成２６年４月１日より施行

運輸安全委員会設置法施行規則 〈事故〉
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全て対象
※列車脱線事故にあっては、作業中の
除雪車に係るものは除く。

•列車の乗客､乗務員等に死亡者を生じたもの
•５人以上の死傷を生じたもの
•遮断機が設置されていない踏切道におい
て発生したものであって、死亡者が生じた
もの

•係員の取扱い誤り、車両・施設の故障等に
原因があるおそれがあると認められるもの
で、死亡者を生じたもの（軌道を除く）

•その他特に異例と認められるもの

第1号 列車衝突事故
第2号 列車脱線事故
第3号 列車火災事故

第４号 踏切障害事故
第５号 道路障害事故
第６号 鉄道人身障害事故
第７号 鉄道物損事故
軌道における事故

運輸安全委員会の調査対象 ＜事故＞
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事故種別
〔鉄道事故等報告規則 等〕

調査対象
〔委員会設置法施行規則〕

運輸安全委員会設置法施行規則第一条第五号
の事故及び第二条第七号の事態を定める告示
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（法第２条第４項第２号の国土交通省令で定める事態）
第２条 法第２条第４項第２号の国土交通省令で定める事態は、
次に掲げる事態とする。
一 規則第４条第１項第１号に掲げる事態であって、同号に規定する区間に
他の列車又は車両が存在したもの

二 規則第４条第１項第２号に掲げる事態であって、同号に規定する進路に
列車が進入したもの

三 規則第４条第１項第３号に掲げる事態であって、同号の規定する進路の
区間を防護する信号機の防護区域に他の列車又は車両が進入したもの

四 規則第４条第１項第７号に掲げる事態であって、列車の衝突、脱線、又は
火災が発生する危険性が特に著しい故障、損傷、破壊等が生じたもの

五 規則第４条第１項第８号に掲げる事態であって、列車の衝突、脱線、又は
火災が発生する危険性が特に著しい故障、損傷、破壊等が生じたもの

六 規則第４条第１項第１号から第１０号に掲げる事態であって、特に異例と
認められるもの

七 軌道において発生した前各号に掲げる事態に準ずるものとして運輸安全
委員会が告示で定めるもの

運輸安全委員会設置法施行規則 〈重大インシデント〉
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第１号 閉そく違反

第２号 信号違反

第３号 信号冒進

第４号 本線逸走

第５号 工事違反

第６号 車両脱線

第７号 施設障害

第８号 車両障害

第９号 危険物漏えい

第１０号 その他

同号の規定する進路に列車が進入
したもの

第７号 施設障害

第８号 車両障害

第１号 閉そく違反

第２号 信号違反

第３号 信号冒進

インシデント種別
〔鉄道事故等報告規則〕

調査対象 〔委員会設置法施行規則〕

運輸安全委員会の調査対象 ＜重大インシデント＞
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同号の規定する区間に他の列車又
は車両が存在したもの

同号の規定する進路の区間を防護
する信号機の防護区域に他の列車
又は車両が進入したもの

列車の衝突、脱線又は火災が発生
する危険性が著しい故障、損傷、破
壊等が生じたもの

特に異例と認められるもの



運転事故の件数及び死傷者数の推移

（年度）



区別
28年から
継続

29年に調査対
象となった件数

計
公表した調査
報告書

勧告

鉄道事故 19 19 38 23 0

鉄 道 重 大
インシデント

2 1 3 2 0

平成29年

鉄道事故等調査の状況

平成30年

区別
29年から
継続

30年に調査対
象となった件数

計
公表した調査
報告書

勧告

鉄道事故 15 11 26 15 0

鉄 道 重 大
インシデント

1 2 3 0 0

鉄道事故等調査取扱件数
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インド鉄道安全能力強化プロジェクトに参画し国
際協力に貢献

２０１８年１２月４日、インドにおいて、国際協力
機構（JICA）の技術協力プロジェクト「鉄道安全能
力強化プロジェクト」の第1回合同調整会議が開
催され、当委員会から委員及び鉄道事故調査官
の２名が参加しました。

同プロジェクトでは、インド国鉄における脱線事
故等の防止、安全性向上を目指して、鉄道事故
調査や安全マネジメントの他、レールの溶接、軌
道・車両のメンテナンスについて、各種の協力活
動が行われる予定です。

当委員会は、鉄道事故調査に関する協力を通し
て、インドの鉄道の安全性向上に貢献してまいり
ます。
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鉄道事故調査に係る本邦研修を実施

JICAの「インド鉄道安全能力強化プロジェクト」におけ
る協力活動の一つである鉄道事故調査について、当委
員会は、２０１９年７月１日（月）～７月１２日（金）の間、
訪日したインド国鉄Principal Executive Director他９名
に対し、本邦研修を実施しました。主な研修内容は、事
故調査の基本（事故調査の流れ、初動調査、調査報告
書の構成等）、調査実施方法、事故事例の説明、鉄道
事業者等の見学です。

講義や鉄道事業者等の見学では、研修員から多くの
質問が出るなど、日本の鉄道事故調査手法や日本の
鉄道システム等について熱心に学んでいました。また、
研修最終日に、研修員から「アクション・プラン」（インド
に戻ってから今後取り組みたいことをまとめたもの）に
ついて発表してもらいました。

当委員会は、引き続き、鉄道事故調査に関する協力
を通して、インドの鉄道の安全性向上に貢献します。


